成人の学習に果たす継続教育の役割Ⅰ : 都市部における成人のリカレント学習への要望 by 佐々木 邦子
成人の学習に果たす継続教育の役割? : 都市部にお
ける成人のリカレント学習への要望
著者 佐々木 邦子
雑誌名 生涯学習研究と実践 : 北海道浅井学園大学生涯学
習研究所研究紀要
巻 1
ページ 23-38
発行年 2001-03-26
URL http://id.nii.ac.jp/1136/00002435/
北海道浅井学園大学生涯学習研究所研究紀要 「生涯学習研究と実践』創刊号
Buletin of the Continuing Education Research Institute, Hokkaido Asai Gakuen University Vol. 1 
成人の学習に果たす継続教育の役割I
～都市部における成人のリカレント学習への要望～
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-The Need for Recurrent Learning among Workers in the Urban Area一
佐々木 邦子
Kuniko SASAKI 
ABSTRACT 
In Japan, many adults are now learning under lifelong le紅ningprograms of the which brings up 
various topics. Th巴 openingof ext巴nsionlectur巴sand the construction of facilities for th巴 lifelong
learning are carried out by th巴enforcinginstitution such as administrations, universities and so on, so 
that th巴ycan respond to th巴d巴sireof regional resid巴.ntswho 1・叫uestlearning opportuniti巴SThe exp担－
sion of Sp巴cialadmission system for the working adults and the reformation of syst巴mon the higher 
educational organization opening the door for working adults can b巴anexpr巴ssionof current f巴aturein 
t巴rmsof recmT巴ntlearning. However, their motivation, surroundings and way of learning are various. 
Therefore, thos巴whoprovid巴lifelonglearning opportunities will have to pr巴par巴somem巴asuresco汀巴－
sponding to various needs. In the case of enforcing recu汀entlearning, the higher educational institution 
such as universities must play an important role. However, there is a difference between出eurban area 
and the rural 紅白目Thistim巴 theurban area is researched and the rural area will be researched next 
time. All r巴sults will be the bas巴ofComparative research with some foreign countries in future. 
I 序
学習社会とも言われる現代、 多岐にわたる生涯学習のプログラムの下で多くの人々が個々の
動機と目的に沿って学んでいる。行政や大学等の生涯学習実施機関は、学習を求める地域住民
の意欲に呼応するかのように、公開講座の開催、生涯学習センターの建造などを行っている。そ
のよう に多彩に展開している生涯学習であるが、 参加者の割合が高いのは趣味や教養を高める
内容であり、それと比較してリカレント学習I）への参加はさほど多くはないように看取される。
リカレント学習とは、生涯学習の一種で、仕事をしている人が職業能力の向上や教養を高め
ることを主な目的に学習の場に戻り、再び仕事に回帰することをいう。我が国では近年、 高等
学校卒業者とは別に社会人の枠をとる社会人入試制度を導入する大学や大学院が増えてきてお
り、北海道においても2000年度開始の国立大学の夜間大学院、在職教員に対する教育大学の大
学院入学制度の拡充など、高等教育機関が社会人に門戸を聞いていることが、現代的な特徴の
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表れと言えよう。しかし、成人に対する継続教育の提供が増加しているとはいえ、学習を求め
る人々が誰でも大学や大学院へ入学するわけではない。 自己の生活設計に対する個人の意思や
置かれている状態、 学習の仕方は千差万別である。そのように考えると、生涯学習の機会を提
供する側は、様々な学習意欲を持つ人々の要望に対応させる方策が必要となるであろう。
そこで、本稿では意識調査を実施し、成人が職業能力を高めることを主な目的とする リカレ
ント学習について、どのような意識を有しているのかを中心に分析をする。リカレント学習を
行う場合は、専修学校、大学、大学院などの高等教育機関の役割に負うと ころが大きいが、そ
れらが存在する都市部と郡部では多少の差異が存在するのではないかと考え、この度は北海道
の都市部を中心に、次回は郡部での調査を実施する。そこから北海道における成人のリ カレン
ト学習を促進するための継続教育のあり方を多面的に考察するのが本研究の複数年にわたる計
画である。その結果を2～3年後に予定している外国との比較研究の礎にしたいと考えている。
I 継続教育の現代的意義
1.生涯学習政策におけるリカレント教育の位置付け
平成11年度社会教育調査速報によれば、各機関が設置した学習内容別学級 ・講座数の状況は
表 Iのとおりである。教育委員会を例に比率で表すと、教養の向上が最も高く45.4%、その中
でも趣味 ・けいこごとが19.9%と半数に近い。次いで家庭教育 ・家庭生活が20.2%、体育・レ
クリ ェーションが18.3%、市民意識 ・社会連帯意識が9.2%と続いている。職業知識 ・技術の
向上はわずか2.4%である。他の公民館、カルチャーセンタ一等もほぼ同様の状況であ り、こ
れらからは、我が国における生涯学習の対象が女性、特に家庭を有する主婦に当てられている
ことが窺える。これらを勘案すれば、生涯学習実施機関がプログラムの策定を行う際に、成人
男子の参加率が低いというこ とを前提にしているとの指摘について理解にいたる。それは、我
が国において成人男子が「職業生活に埋没している」状況を問題視するものであり、また、行
政が設置する学習場面では、 生活課題や地域課題などの内容が多く、 職業生活に関連のあるも
のが少ないために起こりうる現象であろうとする2）。成人男子に限ることではないが、仕事が
生活の主たる部分を占めている場合には、職業的に関連のあるものに関心を示すのは一般的な
ことと考えられる。その視点からは、職業を有する人々の生涯学習への関心度の高ま りはどの
ような場合に表出するものであるかきわめて興味深い。
表 1 学習内容別学級・講座数 （件）
教養のうち趣味 体育・レク 家庭教育・家庭職業知識・技術 市民意譲・社会
区 分 教養の向上 その他 合計
－けいこごと レー ション 生活 の向上 連帯意識
教育委員会 48,408(45.4%) 21,222(19.9%) 19,559(18.3%) 21, 558(20. 2拓） 2,598(2.4%) 9,851(9.2%) 4,714(4.4出） 106,688 
公民館 167, 165(61. 1 %) 100,665(36.8%) 35,372(12.9百） 30,247(11.1%) 5, 054(1目8%) 20,659(7.5%) 15,207(5.6%) 273, 704 
カルチャ セーン'J-131,911 (78. 3出） 85, 409 (50. 7%) 26,345(15.6百） 4,613(2目7%) 4, 804(2目9%) 702(0. 4%) 168, 375 
都道府県知事部
局・市町村部 62, 764 (26. 1 % I 36,559(15.2覧） 30, 258(12. 6覧） 93, 651 (38. 9% I 10,888(4.5%) 32,548(13.5%) 10, 743(4. 5覧） 240, 852 
文部科学省発表資料より抜粋して作成した。
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2. リカレント教育政策の経過
( 1）リカレント教育における視座の変化
リカレント教育における政策の展開について赤尾勝巳の研究に注目した。
1970年、OECD（経済協力開発機構）は、「教育の機会均等」（EqualEducational Opportunity) 
を提言し、リカレント教育による教育機会の不平等是正を唱えた。この機会均等は、就学前教
育については経済的理由によ り就学できない子どもが出ないよう に、初等教育については、「代
償教育」として、社会的に不遇の子どもたちに対して教科課程や教育方法の改善をする、 中等
教育については 「総合制」 により教育の複線化を是正することにも該当する。 しかし、この3
種では平等が実現不可能なことと、学校教育の期聞が長ぴくことは、青少年の発達に支障をき
たす、また逆に幼少時から教育機会の不平等を引き起こすことにもつながるため、 人が生涯に
Eって教育を受ける機会の拡散の必要性が望まれた。ところが、 次第に生涯において繰り返し
継続的に職業教育を受けさせることによる人的職業能力開発政策の一環と しての位置付けに転
換していった。その理由について、赤尾は、フランス、スウェーデン等のヨーロッパにおける
先進産業諸国が抱える共通課題の一つである、 国家財政の逼迫が機会均等策を後退させたので
あろうと している。 OECDが掲げたリカレント教育の3つの目的は次のとおりである。一つ目
は、平等という目的であり、過去の教育の不足を補足することにより、多く の可能性を個人に
与える。二つ目は、職業的柔軟性という目的であり、教育と社会 ・経済との聞の効果的な関係
を保障する。三つ目は、結合という目的であり、活動的な労働生活と教育の結合である。これ
らによりリカレント教育政策は進められたが、 1973年には、リカレント教育の本質的な特徴と
して、個人の全生涯にわたる教育と仕事の回帰的な意味合いを持たせた定義が公表された。ま
た、当時の社会情勢により この頃から次第にリカレント教育は、技術革新に適応するための教
育機会の分散的配置という性質を帯びるよう になったのである3）。
国際機関の動向としては、 ILO（国際労働機関）においても、 条約 ・勧告集からたとεってみ
ると、1974年にジュネーヴで開催された第59回会期の中で、すべての人が教育を受ける権利を
有するという世界人権宣言第26条に基き、有給教育休暇に関する第148号勧告と第140号条約が
採択された。これらの勧告と条約における有給教育休暇 （PaidEducational Leav巴） とは、「労働
期間中に一定の期間、 教育上の目的のために労働者に与えられる休暇であって、十分な金銭的
給付を伴うものをいう」と定義づけられている。 本政策の策定及び実施の方法については、加
盟国に対する適用の範囲として、①あらゆる段階の訓練、②一般教育 ・社会教育及び市民教
育、③労働組合教育の3種が掲げられている。さらに、これらの社会的な役割として、職業上
及び職務上必要な技能の習得 ・向上及び適応並びに科学技術の発展と経済的及び構造的な変化
という事情の下での、①雇用の促進及び保障、②企業及び地域社会の活動に対する労働者及び
労働者代表の十分かつ積極的な参加、③労働者の人間的、社会的及び文化的上昇が位置付けら
れている。
政策の策定及び実施の方法における条文の中で注目 したのは、 有給教育休暇が、青少年期に
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おける適当な教育及び訓練に代替するものではなく、継続的な教育及び訓練のための一つの手
段にすぎないとされている点と、ならびに有給教育休暇の促進措置と して、教授方法及び教育
訓練計画において新しい必要性を反映したものを考慮に入れていることである。これは、特に
科学技術の発展と経済社会的に関連する成人の継続教育及び訓練について謡ったものであり、
現在にいたるリカレント教育の理念を顕著に示している。すなわち、この148号勧告と140号条
約は、変化の激しい経済社会への労働者の適応を援助するのにふさわしい継続的な教育及び訓
練を強調していると言える。労働者保護の性格を強く帯びたこの勧告は、企業と労働組合との
申し合わせによ り、 フランス・ ドイツ・イ タリア等のヨーロッパ諸国で実施された。わが国で
は「有給教育休暇」第140号条約については現在もなお批准されていない。
社会的に弱い立場にある労働者、障害者、移民、退職者、女性などに対する生涯教育を論じ
たエットー レ・ジ、エルピは、「有給教育休暇jを働く者の生涯学習の可能性を開発するもののー
っとして評価した。ジェルピは、 特にリカレント教育における基礎教育と継続教育のつながり
にも着目し、社会 ・経済 ・政治的性格がたとえ異なっても、 労働の場と職業訓練の場が重要性
を帯びていることを与件として、経済社会への適合のみを目的に単なる技術志向の職業訓練に
終始するのではなく、生涯にEり、創造的に豊かに生きるための知識を領有することを主張し
た。そのための学習は、 自己決定学習 （Selfdet巴ctedlearning）であることが重要な価値を持
つ。 しかし、成人に対する継続教育が進展しでも、それが基礎教育からの延長として、社会階
層によ り差別を助長することに対する懸念についても言及している。
(2）日本におけるリカレント教育の拡大
我が国における リカレント教育政策上の展開を1991年に発表された 「大学審議会答申をめぐ
って （その2)Jの中から関連部分を探ってみたい。大学院部会における審議の概要について
述べている中でもリカレント教育に触れている部分がある。大学院の量的整備の必要性におい
ては、社会の多様な方面で活躍し得る人材の養成と社会人のリ カレント教育との項目で、この
目的に沿う大学院の積極的な対応の必要性に触れ、 そのために社会人の受け入れに配慮した制
度の弾力化を求めている。また、そこではリカレント教育に対する急激な需要の高まり につい
ての具体的措置として、 仕事を持ちながら学習する場合の夜間大学院、昼夜間講等、履修の場
の拡大が挙げられている。 正規の課程における社会人の比重よりも社会人特別選抜の増加を見
越しており、企業派遣に留まらず働く人個人の自己啓発や業務上の知識の向上という動機によ
る大学院への入学希望の高まりが予測された。 また、現職教員に対する リカレン ト教育につい
ても、 1992年の時点で既に需要が顕在化し、更なる増加が見込まれていた。
当時から10年余りが経過した現在、リカレント学習を取り巻く環境は予測どおりの展開を見
せ、 高等教育機関にリカレント学習を求める人々が増加している。学校基本調査によると平成
12年度大学院修士課程への社会人の入学状況は、 全体で7,264人、このうち国立大学3,238人、
公立大学318人、私立大学3,708人であり、 男女別では、男性4,569人、 女性2,695人となってい
る。学校基本調査が、大学院入学者の内訳として社会人入学者の数を記載したのが平成12年度
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発表分からであるということは、現代社会におけるリカレント教育に対する政策面での重点課
題としての移行を示すものと理解できる。
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図1 文部科学省発表資料より抜粋して作成した
社会人特別入試を実施した大学は、 全体で平成3年度に113校だったものが12年度には362
校、学部数では、同様に183から737へと大幅に増加している。志願者数については、全体を図
lに示したが、内訳を見ると国立大学と公立大学では、平成7年度から上昇をしているが、逆
に私立大学においては、 平成9年度から減少が続き、平成12年度には平成3年度以来9年ぶり
に6,000人を割った。その要因の一つに経済社会の不安定さがあると考える。平成9年度の頃
の我が国ではバブル崩壊の影響により平成不況の最も深刻な時期であり、多くの企業が経営の
不振を理由に人的リストラを頻繁に実施していた。相次いだ倒産により失業率は記録を次 と々
塗り変えていき、再就職を目的として即戦力をつけるために短期間の職業訓練に希望者が殺到
した時期でもある。大学や大学院へ入学をして長期に学習するという形態を望んでいても経済
面等で適わなかった人々が、その減少の背景に存在すると見るのはうがちすぎであろうか。
現在では、大学と大学院に社会人入学をする人々が増加し、リカレント学習の機会が拡大し
ていることは確かであるが、教養や趣味を題材とする他の生涯学習の広がりに比べると職業的
知識の取得に関連するリカレント学習はまだ普及は遅いように見受けられる。その理由とし
て、赤尾は、我が国では企業内教育が盛んで、あったことを指摘している4）。我が国では周知の
ごとく、終身雇用、年功序列、企業内労働組合が雇用上の三大特徴として位置付けられていた
時代が長く、新規学卒者を採用し、 OJTを主とする企業内教育で定年退職の日まで育成すると
いうのが多くの企業の雇用に関する慣行であった。しかし、近年の労働市場ではそのような日
本的経営と称される雇用慣行が薄れつつあり、従業員に対する教育もOff JTとして外部教育
に依存する度合が高まっている。そのような経済背景からは、最近の我が国の状況がリカレン
ト学習に大きく影響していることが否定できない。未曾有の不況により我が国の経済は大きく
疲弊したわけだが、その過程で政府は、企業に対し雇用促進政策の一環として各種の助成制度
を開始した。この制度に対する企業の受け止め方は様々であるが、制度を利用することにより
従業員の学習要求を支援した企業もあり、また、支援策を利用して自らの職務能力の向上を達
成した者もいる。これらのことは、政策的含意が功を奏したと言えるのではないか。
このように見ると、今後の我が固におけるリカレント教育をめぐる動向として、社会政策上
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の雇用に対する直接的支援の拡充も重要で、はあるが、実際に学習を求める人の満足度を高める
講座内容の充実も考慮されなければならない。そのための実施機関はどのようなところである
のか。既に活動をしている機関もあるが、さらに大学や大学院等を中心とする高等教育機関の
エクステンションに向けた取り組みについて検討の必要性が浮かび上がる。
3.高等教育機関のエクステンションワーク
ユネスコが1997年に採択した 「高等教育教職員の地位に関する勧告」では、エクステンショ
ンワーク （以下エクステンションという） を 「エクステンションとは、教育機関という範囲を
越えて国や地域内の幅広く多様なコミュニティ ーに役立つサービスをいい、教育機関の使命に
矛盾しない限りは、教育施設としての構成を持つと見なされる。教育内容には、夜学、短期の
教育課程やセミナー及び専門学校等を通した施設構外での生涯教育や遠隔地教育といった、幅
広い活動が含まれる。研究においては、専門家の意見が公共、民間及び非営利部門、 あらゆる
種類のコンサルテイングに取り入れられ、 応用研究や研究結果の実施に関わることを先導する
ものとする。jと定義付けている。また、これを「拡張型公開講座jと呼ぶ場合もある。
ここでいうエクステンションは、大学における今後の生涯学習の取り組みを定める重要な意
味を持つのではないだろうか。特に、地域差がある北海道では、大学のみではなく、他の学校
種、行政機関、民間教育機関等との連携によりエクステンションがさらに拡大され、それがリ
カレント学習を希望する成人に還元されると考えるからである。
1994年に山内他が北海道212市町村の行政内部の担当者を対象に実施した、生涯学習推進の
政策動向調査では、生涯学習に果たす大学の役割が明らかになっている。この中からリカレン
ト学習に関するこつの設問を抜粋してみたい。市町村の教育委員会と協力的に公開講座を開催
した学校の種類は、「専修学校、各種学校、民間研究機関、短大」0.9%、「大学 ・大学院」5.1%、
「民間機関 ・民間研究機関」0.4%であった。この中で大学 ・大学院では、専修学校等よ り高い
値であったものの期待されたほどの結果ではない。この要因として、地方の市町村は、大学の
所在地との関連で大学との連携が困難な点と講座内容に大学のレベルを必要としないことを挙
げていたが、その後の推進策として一方の大学にも積極的な対応を望んでいた。 もう一つの設
問では、教育委員会が実施する事業や実践に学校種による公開講座がどの程度関わるかを尋ね
ているが、その回答として大学 ・大学院 ・短大・高専の公開講座に対する重要度について、「き
わめて重要」25.4%、「かなり重要」35.8%とこの二つの合計で61.2%を占めた。この比率の高ま
りは都市の大きさに比例しており、同報告書では都市部の生涯学習の推進には大学等の高等教
育機関が重要な役割を果たすと分析している。これらは調査の一部ではあるが、実際に行政の
場における生涯学習の企画・実施に当たる担当者が回答している点に注目 しなければならない。
この調査から 6年が経過し、その聞にエクステンションとして移動大学や公開講座等を市町
村との連携で実施をしている大学もあるが、調査時に期待されたほどの伸ぴを示してはいない
と見られる。各大学等の生涯学習プログラムの多くは、大学の所在地の都市部を中心に実施さ
れている。一部に、サテライ トオフィス、他の生涯学習センターとの連携で地域の住民が居な
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がらにして遠隔地の講座を受けることができる衛星中継を実施している大学もあるが、そのよ
うな大学の動向は、生涯学習促進の画期的な方策として地域住民の要望がかなったものに相違
ない。しかし、内容的にリカレント学習にも対応できるものであろうか。今後、大学等のエク
ステンシ ヨンがさらに増加すると推測するが、リカレント学習希望者の要望に沿うプログラム
の検討も急務である。それは、エクステンションの開発が、生涯学習を支援するという社会貢
献に資するものであると同時に、少子高齢社会における大学の存続をかけた戦略という側面を
有するからである。
m リカレント学習に関する意識調査
1，調査の概要
( 1）調査名称 「リカレント学習に関する意識調査」
(2）調査目的 都市在住の成人のリカレント学習に対する関心の度合いと要望を知り、そ
こに高等教育機関による継続教育が果たす役割を考察する。
(3）調査期間 平成12年12月中旬～平成13年1月初旬
(4）調査対象 北海道内の市部、あるいは市部に隣接する町に在住する成人300名。
主に無作為抽出による。
(5）調査方法 郵送による質問調査票方式。
(6）回収方法 郵送。回収数155部、回収率51.7%。
2.調査の結果
(1）回答者の属性
性 SU 男性54名（34.8%) 女性100名（64.5%) 未記入l名（0.7%) 
年 代 20代 18.7% 30代 34.2% 40代 34.8% 50代 7.1% 
6〔代 4.5% 未記入 0.6% 
職 業 専門的 ・技術的職業従事者 25.2% 管理的職業従事者 5.2% 
事務従事者 20.0% 販売従事者 9. 7% 
保安職業従事者 0.6% サーピス職業従事者 6.5% 
農林漁業作業者 0.0% 運輸・通信従事者 5.2% 
技能工、採掘・製造・建設作業者及び労務作業者 3.9% 
専業主婦 14.2% その他 8.4% 未記入 1.3% 
雇用形態 正規雇用 58.8% 期限付き契約 7.8% パートタイム 6.5% 
派遣 5.2% その他 6.5% その｛也 15.0% 
居住地 札幌市に居住 38.6% 旭川市に居住 16.1 % 
その他の市に居住 23.2% 町に居住 4.5% 未記入 18.1 % 
(2）調査結果
問l リカレント学習について、内容や言葉を知っていましたか。
問2 社会人になって仕事を持ってから、リカレント学習に該当することを体験したこと
がありますか。
ア．体験したことがある。 イ．現在、学習の途中である。
ウ．近い将来に学習をする構想がある。
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エー継続的に学習する必要を感じているが、まだ体験していない。
オ．現在まで必要を感じたことがない。
問1 N=155 間2 N=155 カ
1.3% 
??
??
問3 生涯学習という言葉についてどのような印象を持っていますか。（複数回答3つまで）
ア．生涯学習のプログラムは生活を豊かにする内容が多い。
イ． 生涯学習は教養や趣味を深める内容が主なので、 仕事を持っていても容易に参加す
ることができる。
ウ．生涯学習は上から与えられるのではなく、自主的に学習するものである。
エ牟現在実施されている生涯学習のプログラムは、直接的に職業能力を高める内容は少
ない。
オ．生涯学習は余暇のある人ができることなので、仕事を持っている場合はあまり関わ
ることができない。
カ．その他
問4 あなたが所属した職場では、職業能力の更新につながるような教育や訓練はありま
したか。（複数回答）
ア．職階ごとに細かに教育や訓練が実施されていた。
イ． 資格等の内容によって教育や訓練を受けることに対して、資金援助や時間的配慮等
何らかの支援があった。
ウ．新しい知識や技能を修得するために、費用を自己負担し職場の外部で教育や訓練を
受けることに対して、時間的配慮等理解があった。
エー新入社員研修以外は特に教育や訓練に該当することはほとんどなかった。
オ． そのイ也
問3 N=271 問4 N=179 
カ
0.0覧
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問5 主に雇用保険加入者が特定の職業資格や技能を取得した場合に、 政府が条件付で最
大8割の援助を行っていることについてどのように思いますか。
ア．既に利用した イ．条件が合えば利用したい
ウ．雇用保険未加入のため利用することができない
エ利用したいとは思わない オ． 制度があるこ とを知らなかった
問6 学生時代あるいは仕事を持っていた時に習得した知識や技能が、現代の社会で通用
すると考えますか。
間5 N寸 55 問6 N=155 
？ 
3.2% 
どちらとも
いえない
22.6覧
通用する
11.6% 
??
??
あまり
通用しない
14.2覧
ウ
11.0% 
問7 今後仕事をするための学習の必要性についてどのように考えますか。
ア．最新の内容については、補足学習が必要である。
イ．現在の仕事に直接必要性はないが、 転職の時には学習が必要になる。
ウ．仕事を離れてしばらく時聞が経っているので、改めて学習をする必要がある。
エー 必要を感じたことがない。 オ．その他
問8 再び学習をすることは、職業能力の向上に意義があると考えますか。
問7 N=155 問8 N=155 
意義がある
53.5% 
問9 再び学習をすることでキャリ ア ・アップを図るこ とができると考えますか。
問10 再び学習を希望する場合、各種の実施内容についてd情報を十分得ていますか。
間9 N=155 問10 N=155 
未記入
0.0拓 f F写ている
' 2.6耳
、＼＼ ある程度
、f尋てし、る
、＼23.2覧
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問11 学習に関する情報を得たい場合に有効な方法と考えるのは次のいずれですか。（複数
回答3つまで）
問12 職業能力の向上を望むために学習する場合は、どのような教育機関を利用したいと
考えますか。（複数回答3つまで）
職場の掲示や
配布物
9.0拓
テレビ・新聞・
雑臆等
33.0＇.再
口コミ 8.7% 
間12 N=329 
民間の教育機関
13.4% 
問13 前の問でl～7の選択肢を選んだ方に尋ねます。それらの学校はあなたの通学可能
な範囲内にありますか。
問14 前の問で“ない”と回答した方は、学習するためにどのようにしますか。（複数回答
3つまで）
ア．夜間や休日を利用する。
イ．短期間であれば、休みをとってでも希望の教育機関のある地域に移動する。
ウ．自治体等が他地域の大学等の講座を呼び込んで開催する機会を利用する。
エー他地域の大学が住居の近くあるいは町の中央などの通学しやすい施設で講座を開催
する機会を利用する。
オ．そのイ也
間13 N=155 
未記入
0.6% 
間14 N=63 
ア
38.1話
問15 あなたが改めて学習をする場合に（あるいは既に行った場合）、障壁になるのは次
のいずれですか。程度の高い順に3つまでご記入ください。
問16 リカレント学習が、今後社会的に促進されるためにはどのようなプログラムになる
ことを望みますか。（複数回答3つまで）
ア． 費用を軽減するために、国や自治体が主催するプログラムを豊富にする。
イ．雇用が不安定な社会情勢なので、働いている人々や失業中の人々の即戦力になるよ
うな内容の講座を増やす。
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ウ．働く人々が心身共に豊かになるための教養や趣味を高めるプログラムを増やす。
エー働く人には社会の変化につれて最新の知識が要求されるので、常に新しいことをプ
ログラムに盛り込むことが必要で、ある。
オ．自治体と大学等の教育機関が連携して地域住民が参加しやすい環境を準備する。
カ．その｛也
間15 N=377 
時間 13.8%
＼ ～ ／／ 
通学のための距離
31.8% 
3.調査結果の考察
間16 N=361 
カ
1.4百
この度の調査は、都市部と郡部の比較調査の第一段階であり、 次の郡部調査の後に、両者に
ついての比較分析を計画している。したがって、ここではこの度の調査により表出した一次集
計のみの考察になることを付しておきたい。
問lで、リカ レント学習について内容やことばの普及度を尋ねた。「知らなかったj人が81.
9%で 「知っていたJの18.1%を圧倒している。 しかし、問2では、 リカレント学習の体験を
尋ねたところ、「体験したことがある」に対して26.5%が、「現在学習の途中である」が16.1%と
回答しているところからは、内容が先行しつつも名称、の普及度が低いことが看取される。「近い
将来に学習をする構想がある」との回答は16.1%と、「継続的に学習する必要を感じているが、
まだ体験していない。」28.4%と合わせて44.5%の人が、何らかの形で学習を意識していると
読み取ることができる。 逆に「現在まで必要を感じたことがないjのは23.9%であった。
問3では、生涯学習の印象について尋ねた。最も多かった回答は、「生涯学習は上から与えら
れるものではなく、自主的に学習するものであるjに52.9%であり、他に比べて群を抜いてい
る。これは、住民の聞に生涯学習に対する捉え方が浸透し、上からの公民形成が中心的な課題
であった初期の「生涯教育」 から、1988年に自主的に学習する方向への転換として「生涯学
習」と名称変更を行った策定が明らかに功を奏したと言えるのではないか。 また、これは既に
触れたが、自己決定学習（selfdetective learning）の重要性を説いているジェルピの主張に沿っ
たものでもある。この間の回答では、次いで、「生涯学習は余暇のある人ができることなので、
仕事を持っている場合はあま り関わることはできないJ5.9%、「生涯学習は教養や趣味を高め
る内容が主なので、仕事を持っていても容易に参加することができる」 17.0%であった。 生涯
学習への捉え方の相違には違いないが、前者は、僅少であれ生涯学習の内容が仕事とかけ離れ
たものであるとの印象を持っている裏づけのよう に窺え、このことは、生涯学習が仕事に関す
る内容も存在することを社会的に周知させる必要性を想起させる。
34 佐々木 ・成人の学習に果たす継続教育の役割I
問4では、職場内の教育や訓練について尋ねた。エの 「新入社員研修以外は教育や訓練に該
当することはほとんどなかったjに34.6%、次にイの 「資格等の内容によって教育や訓練を受
けることに対して、 資金援助や時間的配慮等何らかの支援があったJ24. 0%、ウの「新しい知
識や技能を取得するために、費用を負担し職場の外部で教育や訓練を受けることに対して、 時
間的配慮等理解があった」 17.3%と続いた。エのように感じている人が最も多かったわけであ
るが、これは、実際に北海道においては職場内教育・ 訓練があま り充実していないことを示し
ているとも言えよう。ただし、 アとイの回答を合わせる とエを上回る37.4%となり、職場内に
おいても教育や訓練を重要視する昨今の職場の増大を表している。
問5では、問4に関連して雇用保険加入者を対象にした政府による教育訓練給付制度につい
て尋ねたものである。既に利用した人が5人いたが、この制度の存在を知らなかったとの回答
が34.2%と比較的多かった。条件が合えば利用したいと思う人が45.8%と制度の活用に意欲を
見せている。実際には職業的に必要な技能や資格の取得を望んでも、経済的な面で支障がある
場合が多く、このような支援が働く人にとって価値のあることを示唆していると考えられる。
しかしながら、この制度は雇用保険の加入期間や脱退後の年限などの条件があり、学習を望む
人の誰もが恩恵にあずかれるわけではない。しばらく仕事から離れていた人、社会保険末加入
でイ動いていた人、長年家庭にあった専業主婦などの労働市場へ復帰するための準備としては活
用が不可能である。不安定な雇用事情により切迫した経済状態で学習を求める人も多い情勢下
では、制度の適用枠を拡大して政策の実効性を図るべきではないかと強く考えている。
問6では、学校時代、あるいはかつて仕事に就いていた時に習得した知識や技能が現代の社
会で通用するかどうかを尋ねた。「通用する」と「ある程度通用する」を合わせて60.6%が自己の
能力に肯定的な見方をしている。それに対して、「あま り通用しないj14.2%、「通用しない」わず
か2名1.3%と、両者を合わせても15.5%にすぎない。ただし、問7の学習の必要性について
は、「最新の内容については補足学習が必要であるjには58.1%、次にイの 「転職の時には必要
である」には23.2%、ウの「改めて学習をする必要があるJには12.9%と続いており、学習の必
要性を感じたことがない人は4.5%と僅少であった。これらの結果からは、切迫した状況であ
るとは考えにく い。自己の方向性に納得している人が多いと捉えるのが妥当なのであろうか。
問8の学習をすることの職業上の意義については、「意義がある」 53.5%、「ある程度意義があ
る」 41.3%と9割以上の人が意義を認めている。それが問9のキャリア・アップにつながるか
否かについては「できる」に19.4%、「ある程度できる」に54.8%と数値が下がる。学習をする
意義はあっても実際にキャリア ・アップに直結しない現状が自由記載の中にも続られていた。
その中でもとりわけ女性の再就職が困難で、あることの主張があった。また、佐々木が98年に実
施したリカレント学習に対するヒアリング調査5）においても、 学習中における最大の不安要素
が後の再就職に対するものであった。働きながら学ぶ、あるいは仕事を一時休業して学ぶ者の
心理として長ヲ｜く不況で雇用情勢の進展が見られない昨今では、そのような不安は現実的に一
層切実になってく るのは避け難い。その要因の一つには、 我が国の労働市場における労働移動
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の機会の少なさがあるのではないか。労働移動の是非については賛否両論あるが、実際問題と
して終身雇用制が薄れ能力主義が進んで、いるとは言え、基幹的な従業員については長期雇用を
支持する企業が北海道でも依然として多いことは、佐々木が99年に行った企業調査6）からもわ
かる。そのような労働市場で、リカレント学習者が学習終了後直ちに「望む方向」に転換する
ということは保証されるものではないのが厳然たる現実である。
間10で実際にリカレント学習をする場合の情報収集について尋ねたが、 十分に情報を得てい
ると感じている人は少ない。「得ている」 2.6%、「ある程度得ている」 23.2%と合わせても25.8
%にすぎない。「あまり得ていないJ40.0%、「得ていない」 21.3%を合わせると60%以上にな
り、リカレント教育を実施する機関としては留意すべき点である。では、人々はどのような方
法で情報を得やすいと考えているのだろうか。それについて尋ねたのが間11である。 33.0%が
「テレビ・新聞・雑誌等」のメディア、次に18.6%が「インターネットJ、続いて12.5%が「自
治体の広報誌」を挙げており、 他の方法はいずれも10%に満たない。これは、何かを広く知ら
しめ浸透させるための方法として直接的に目に触れるものの強さが再認識される。またそれに
加えて、情報収集におけるインターネットの普及についても裏付けられた感がある。リカ レン
ト学習を推進する機関が広報を検討する場合には、人々がよく手にとる紙面による方法とイン
ターネットを平行して活用することが効果的であろう。
問12では、リカレント学習を行う場合に学びたい教育機関を尋ねた。最も多かったのが「公
共の生涯学習施設等」で21.6%、次に「専門学校」 16.7%、「自治体と大学等の高等教育教育機
関の連携による講座」 16.4%がほぼ並んだ。「大学」の10.6% (35名）は予想外に低い値であっ
たことを注視しなければならない。自治体等との連携先では大学を容認しでも、単独では浮上
しないということの背景には何があるのだろうか。 l章で触れた山内他が行った調査では、自
治体と大学の連携について、生涯学習における大学の重要性が都市部では特に高まるとの一つ
の結果があった。前提が異なるため純粋に比較はできないが、行政に携わる人々と実際に学習
をする人々の間では生涯学習の捉え方に乗離があることも予想される。また、同報告書では、
同時に地方においては、連携をする場合でも大学レベルの内容を必要としないという報告もあ
った。ここに、都市部と地方とのニーズの差が明白である。詳細な分析を待たなければ結論に
は至らないが、学習を求める人々が多様化してきたことが確かであり、対象を絞り込んだプロ
グラムの内容が問われるということではないだろうか。「大学院jには多くはないが、 17名
(5.2%）が選択をした。
問13では、自分が希望する学校の種類が通学圏内にあるかどっかを尋ねた。都市居住者が対
象だったことで、 71.6%が「ある」と答えている。「ないJと回答した27.7%の人々は、学習の
方法として、間14で「夜間や休日を利用する」 38.1%、次いで「他地域の大学が住居の近くあ
るいは町の中央などの通学しやすい施設で講座を聞く機会を利用する」 27.0%、「自治体等が他
地域の大学等の講座を呼び込んで開催する機会を利用する」 22.2%と続いた。
問15では、リカレント学習の障壁になることを尋ねた。最も多かったのが 「時間J34. 2%、
36 佐々 木：成人の学習に果たす継続教育の役割I
次いで、［費用J31. 8%、「職場の理解」13.8%となった。学習をすることで職業的能力を高める
ということが目的にあっても、それを阻むものが仕事に由来する時間の障壁であるとはきわめ
て皮肉な現実である。それに加えて費用の問題も大きいことは、 ILOの有給教育休暇が批准さ
れていないことも関わっているのであろう。報酬を受けながら、企業からの派遣で国内外の大
学院で教育を受けるということも、一部の大手企業や金融 ・保険業では数的には僅少ではある
が実施されている。しかし、そのような企業は近年の不況で減少しつつあり、また、 実施数も
少ない。この度の調査の対象が都市部であったことから 「通学圏内に希望する学校種がない」
には34名（9.0%）に留まったが、 「通学のための距離」を挙げた人が10.1%おり、都市部ならび
に近郊の町であっても地域によっては通学しづらい様子が窺えた。
問16では学習の実行に費用が影響力を持つことが表出した。今後のリカレン ト学習のプログ
ラムについて、 「費用を軽減するために、 国や自治体が主催するプログラムを豊富にする」に
26.6%が回答しており、費用が学習の実行を決定付ける大きな要因と捉えられる。自由記載欄
にも費用の問題に触れている内容が数点あった。 次いで「自治体と大学等の教育機闘が連携し
て地域住民が参加しやすい環境を準備するJに20.5%、「働く人には杜会の変化につれて最新の
知識が要求されるので、常に新しいことをプログラムに盛り込むことが必要であるJ18. 6%、
「雇用が不安定な社会情勢なので、働いている人々や失業中の人々 の即戦力となるような内容
の講座を増やすJ18.3%と続いた。「働く人々が心身共に豊かになるための教養や趣味を高める
プログラムを増やす」には、 14.7%の回答があったものの他には及ばなかった。これらの結果
により、働いている人々の多くが直接的な職業能力の向上を求めていることを窺い知った。
N 成人のリカレン卜学習に対する今後の展望
ここまで、都市部における成人のリカレント学習に関する調査結果を概観した。次回実施予
定の郡部における調査結果と比較しなければ本来の目的は達成しないため、ここでは中間的な
報告にすぎないが、この度の調査結果が示唆することについて次の3点にまとめた。
①職業教育と職業訓練の分離
リカレン卜学習を求める人々の多様化が進んでおり、この度の調査においても、回答者の属
性にもよるが、職業に関する学習についての考え方は多岐に及ぶと推測される。再就職を目的
とする即戦力としての職業訓練の必要性から、専門的 ・技術的職業に就いている人からの、費
用よりも「高い質」に対する要望等、実際には様々な考えが寄せられた。学習者の要望を受け止
めることが、リカ レント教育を実施する側の使命のーっとも言えるが、職業訓練と教育は分け
て考えなければならない。アンデイ ・グリーンは、職業教育と職業訓練のすべてのレベルに関
わる雇用者や教育担当者について、 雇用者抜きの場合は労働世界における適切さを欠き、教育
者抜きの場合は狭義になり柔軟性を欠くと述べ、 大衆を対象とする職業教育と職業訓練を効果
的にするためには、首尾一貫性、透明性、複合的決定及び複数のエージェンシーを挙げてい
る7）。この複数のエージェンシーの存在については、最大の効果を上げるために投資と専門性を
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必要とすることを理由としている。
②エクステンションの促進
以上の考え方は、 l章で触れた例えば大学と自治体との連携というようなエクステンション
に通じるものと考えられる。この度の調査において、比較的多くの回答者が、大学と自治体と
の連携による講座を求めたことからもそれは窺えるが、 一つの大学が単独で、継続的にリカレン
ト教育を実施するのは容易なことではない。 リカレント学習希望者は地域、 知識； 動機、要望
等の隔たりを有し、それらはあまりにも多岐にわたる。これらの人々が個々に価値のある学習
を達成するためには、リカレント教育を提供する教育機関の体系的なカリキュラム、 プログラ
ムの内容が問われるのと同時に、実効性のある方法が採られなければならない。そのために
は、既に現在も行われていることではあるが、高等教育機関と自治体や公的機関との共同実施
の策定を更に推し進めることが重要で、ある。
③プログラムの質の保証
フリードマンは、 高等教育機関が生き残りをかけて継続教育を実施する場合でも、忌避すべ
きは 「質を放棄することである」と述べている8）。リカレン ト教育を検討する際には、経済社
会情勢や労働市場に目を向けることになるのは自明なことではあるが、 大学がリカレント教育
を実施する場合には①で述べたよ うに、職業訓練と職業教育を分離して考えることが肝要であ
る。即効性のある技能や資格を求める訓練と、教育者を伴い体系化されたカ リキュラムの下で
実施されるものは性質が異なるのである。 リカレント教育は一部の社会的なエリートを養成す
るのではなく、より多くの人々の働くための力を向上させることを目的とする。大学は、その
使命として携わるものを見極め、そこで実施される質について保証をすべきであろう。ジ、エル
ピは、リカレン ト教育の実施には、学習者に些少の知識を与えるだけの講座の開催だけではな
く、労働現場で働く者の要求や問題を取り上げ、研究センターや教育制度との協力の下に科学
的に計画されなければならないと主張している九このジェルピの理論は、混沌とする現代社
会にいみじくも該当するものである。
現在、我が国のリカレント教育の多くは、広義に理解されたエクステンショ ンの形式を採る
公開講座を中心に実施されている。今後、成人の継続学習におけるプログラムの策定には、例
えば、成人教育の伝統があるイギリス、リカ レント学習者への対応が柔軟的で、かつエクステ
ンションのプログラムが豊富なアメリカ、市民主義の下で高等教育における生涯学習の政策強
化に向かう フィンランド、入職後教育に力を入れている中国等、 諸外国で体系的に実施されて
きた成人に対する継続教育法の導入も検討の必要がある。 リカレン ト学習者に知識 ・応用型の
総合力を付与するためには、継続教育に携わる者の研讃と育成もまた求められるのである。
今日の我が国において生涯学習は、政策執行の側面からは社会教育との境界線が明瞭で、はな
いことなどの問題点もあるものの、 実際面では普及の度合いが進展しつつある。 この状況から
は、近未来に成熟期が到来すること も予測しておかなければならず、アパナシーが主張した
38 佐々木：成人の学習に果たす継続教育の役割I
脱成熟化理論（de maturity）を当てはめると、生涯学習もまた然りである。 生涯学習の発生か
ら現在までの流れを再確認したうえで、現状を収め、今後の方向性を展望する時期にさ しかか
つてるとも言えよう。さしずめリカレント学習者に有意義な結果をもたらすためには、リカレ
ント教育の実施機関が、学習希望者の多岐にわたる動機と意思を重んじ、労働と教育の紐帯を
柔軟的に保つようなプログラムの策定と実行が肝要であろう。それが継続教育に果たす高等教
育機関の役割の一つであると考える。
［注］
1 ）本稿では、学習する側からの 「リカレント学習Jと、教育を行う側から見た 「リ カレント
教育」を使い分けている。
2）倉内史郎、碓井正久編著『新社会教育Jp.81 
3）赤尾勝己 『生涯学習論』 p.p.12～15
4) ibid、p.18
5）佐々木邦子が1998年7、8月にリカレント学習実施者を対象に行ったヒアリ ング調査。
6）佐々木邦子が1999年9、10月に札幌市を中心と した北海道の企業250杜を対象に実施した
アンケート及びヒアリング調査。 161杜から回答を得た。
7）アンデイ・ グリーン『教育 ・グローパリーゼーション・国民国家Jp.125 
8）レオナード・フリードマン『開かれた大学への戦略』 p.32
9）エツトーレ・ジ、エルピ 『生涯教育』 p.164
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